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政治を動かす・未来を動かす

昨年は、スリランカで開催されたローエイシアコ
ロンボ大会に参加し、また、中国の長春で開催され
た中国法学会のセミナーでスピーチをしました。
世界には、政治体制や政情の異なる国々が存在
し、法整備や司法制度の確立が未成熟な国もあり、
政権と司法との間に深刻な関係を有する地域も少な
からずあります。
同じように「法の支配」という言葉を使っても、
その具体的な中身については、語る人によって重点
の置き方がさまざまです。
命がけで「法の支配」を希求しなければならない
国もあることを念頭に置き、各国の実情をふまえな
がらも、多面的に、法の支配の本質は何かの議論を
し、法の支配を通じて、民主主義の確立を図り、人
権の救済を実現し、国を発展させていく、そして、
なによりも平和を追求していかなければならないと
改めて思います。
成熟した法治国家、民主主義国家であるとされて
いる我が国やアメリカなどにあっても、実は、行政
と司法の間には、さまざまな問題をかかえていると
いえます。
司法の独立についても、さまざまな国でさまざま
な波風が立つこともあります。
法曹養成制度の充実は、ますます重要であり、司
法修習生への新たな給付制が早期に実現することを
願い、これまでの関係者の皆様のご努力とご理解に
心から感謝するとともに、バランス感覚に優れ足腰
の強い法曹が育成されることを期待します。
今後、弁護士の活動領域の拡大に向けて、日弁連
とともに取組を強化していきたいと思います。
ご理解とご協力をよろしくお願いします。

昨年 4月に日弁連会長に就任して、 1年が経過し
ました。
昨年は、4月の熊本地震、10月の鳥取県中部地震、
その間の東北地方や北海道地方の台風による水害、
年末の糸魚川大規模火災と自然災害が多く発生しま
した。日弁連は、熊本地震発生後、直ちに災害対策
本部を立ち上げ、被災者への支援活動を開始しまし
た。改正総合法律支援法の一部の施行時期を早める
ことによって、 7月 1日には法テラスの無料法律相
談を開始することができました。日弁連会長談話に
おいて糸魚川大規模火災については自然災害である
として、被災者生活再建支援法の適用を求めまし
た。このような被災者支援の取組が実現できました
のは、日弁連が弁政連の会員の皆様と共に国会議員
等に対して施行時期や自然災害の認定等について働
きかけを行ったことによるものです。
また、昨年12月に法務省から平成29年度以降に採
用予定の司法修習生に新たな経済的支援策となる給
付制度を新設することが発表され、今国会に裁判所
法一部改正案が提出されました。これは、 4年余り
に渡るビギナーズ・ネットや弁政連をはじめとする
会員の皆様のご尽力によって、454名もの国会議員
の賛同メッセージを頂いたことによるものです。
このように日弁連の政策や取組を実現するために
は政府や国会議員、政党の先生方のご理解とご協力
が必須です。弁政連には、日弁連の政策や取組を実
現するための活動をしていただいており、その役割
は益々重要となっています。
日弁連は、「利用しやすく頼りがいのある司法」
を目指して、一つひとつ課題の実現に取り組んでま
いります。弁政連の会員の皆様には、一層のご支
援、ご協力をお願い申し上げます。

幅広い活動を通じて
法の支配を実践する
足腰の強い法曹の育成を
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【斎藤】　いま人々の生活
や経済活動がグローバル
化し、それに伴い法や制
度も一層国際化していま
す。日弁連は2016年 2 月
18日の理事会で国際戦略
方針を策定しました。今
日は日弁連がこれをまと
めるにいたった意義と具
体的取り組みを国会議員
に対して理解していただ
くと共に、弁護士会員にも認識を深めてもらうこと
を目的に関係者に語っていただきたいと思います。
司会は弁政連広報委員長の斎藤が務めます。まず出
席者の方から自己紹介をお願いします。
【三宅】　三宅でございます。2015年度の日弁連副会
長で、国際交流、国際業務推進が担当でございまし
た。これからお話する国際戦略会議にもかかわりま
した。よろしくお願いします。
【幸寺】　幸寺でございます。国際人権を除く国際関
係の2016年度担当副会長でございます。よろしくお
願いします。
【大谷】　日弁連の国際人権委員会の委員長と国際業
務推進センターの副センター長を務めております。
センターでは主に日本における外国人がかかわる事
件に対する支援と国際機関を含む国際公務のキャリ
アを目指す弁護士への支援を担当しております。
【山神】　昨年から国際室長を務めております山神で
す。国際室は執行部の国際交流活動をサポートする
ともに会員の国際活動支援も行っております。よろ
しくお願いします。

●公益、人権、法の支配の実現等に関わる活動
【斎藤】　日弁連の「国際戦略」が掲げている基本目
標は後掲のとおりですが、各目標ごとに概要を説明
していただきたいと思います。まず大谷さん、目標
1の「公益、人権、法の支配の実現等に関わる活動」

について、特に重点とするところをお話いただきた
いと思います。
【大谷】　国際人権分野では、国際人権基準に基づい
て国内における人権活動や人権侵害に対する救済活
動に取り組むというのがあります。特に国際人権法
の専門知識と経験を備えた弁護士を養成し、拡大す
ることも活動項目に入っています。日弁連では1996
年に国際人権問題委員会ができまして、日本が批准
した国際人権条約に基づいて設置された条約機関に
日本政府が条約の実施状況を報告する義務があり、
報告に基づく審査がジュネーブの国連欧州本部で行
われるのですが、委員が的確な審査を行うため、
NGOの一つとして日弁連が日本における人権状況
を報告し、よりよい勧告を求める。また勧告が出た
らそれを国内で実施するために政府や議員等に働き
かけるといった活動をやってきております。国連で
は経済社会理事会との協議資格をもっているNGO
に特別な地位を与えていまして、国連のある種の会
議にはその資格を持っている団体のみ参加して発言
などができるという仕組みがございます。日弁連は
1999年にこの協議資格を取得し、国連の条約機関で
も、日弁連のように弁護士の強制加入団体が会内の
手続きを経て国連に提出した情報というのは、高く
評価されているところです。一方で、国際人権条約
を弁護士の実務の中で活用していく活動について
は、まだまだ足りていませんので、さらに力を入れ
ていく必要があります。それから日本だけではなく
て外国における人権侵害の問題についても法曹団体
として声明を出す等の活動を行うことが今回の国際
戦略に入っております。外国における人権侵害に対
する日弁連の活動については、日弁連としてのガイ
ドラインを採択しております。人権活動を行う弁護
士に対する政府からの抑圧等の問題について声明を
出すなどいった活動を中心に、今後も行っていくこ
とになると思います。
【斎藤】　外国における法整備制度、弁護士養成に関
するところはどうですか。

三宅 弘 氏
元日弁連副会長

（第二東京弁護士会会員）

山神 麻子 氏
日弁連国際室長

（第一東京弁護士会会員）

大谷 美紀子 氏
日弁連国際人権問題委員長
（東京弁護士会会員）

幸寺 覚 氏
日弁連副会長

（兵庫県弁護士会会員）

日弁連の国際戦略
司　会　斎藤 義房　副理事長・広報委員長

出席者の職名は座談会開催日当日現在のものです。
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【大谷】　この分野は、日弁連の中の委員会として
は、国際交流委員会が、国際司法支援活動として、
長年取り組んでいます。法の支配や司法アクセスは
日本一国だけの問題ではなく、世界中にそういった
理念が確立されていくことが必要であり、そのため
に日本の弁護士、弁護士会が貢献することを日弁連
のミッションとして取り組んでいるところです。こ
の分野では、JICA（独立行政法人国際協力機構）
とも長年連携しています。外国における国際支援活
動に参加した弁護士が、その後、JICAの長期専門
家として途上国に一年、二年派遣されて現地におい
て日弁連、JICA、関係機関と調整しながらプロジェ
クトを進めたり、またJICAの本部に専門家として
勤務するといった形の展開が見られます。
【斎藤】　具体的にアジアではどういう国の支援をし
ていますか。
【大谷】　カンボジア、ラオス、ベトナム、ミャン
マー、中国、モンゴルといった国になります。

●弁護士と弁護士会の役割に関する活動
【斎藤】　続いては、基本目標 2の「弁護士と弁護士
会の役割に関する活動」について、山神さんからお
願いします。
【山神】　弁護士・弁護士
会の役割に関し国際的知
見に学び会員に還元する
活動の一つとして、日弁
連はこれまでに10の海外
弁護士会と友好協定を結
び、定期的に交流してお
ります。中でも大韓弁護
士協会との間では、毎年
執行部や弁連代表者が集
まり、100名規模のバー
リーダーズ会議を開催しています。そこでは、法制
度や弁護士の置かれている状況に類似点が多いこと
もあり、法曹養成や職域拡大、法律扶助など幅広い
分野につき活発な議論が行われます。また、ヨー

ロッパ各弁護士会で構成される欧州弁護士会評議会
と中華全国律師協会との間でも、毎年執行部が会合
を持っており、例えば非弁護士による事務所所有
（ABS）の取り扱い、人口知能（AI）の発達によ
る弁護士業務の変化等の最新の関心事につき意見交
換を行い、日弁連の活動に還元するよう努めていま
す。次に情報発信のための活動ですが、その一つと
して、例えば国際法曹協会（IBA）の年次大会の機
会に朝食会を主催して、様々な国の弁護士会からの
パネリストとともにディスカッションを行なう中で
日弁連の取り組みを紹介するといった国際会議での
発信があります。テーマとしては、これまで法曹養
成コストの担い手、災害直後の司法アクセスと弁護
士の役割、秘匿特権を扱いました。他に、国連の会
議の際の活動もありますが、こちらはお詳しい大谷
先生からお話し頂ければと思います。情報発信のも
う一つとして、会長声明や日弁連の意見書のうち、
海外からの関心の高いと思われる死刑、再審、入
管、外国人、国連、司法改革等に関するものをピッ
クアップして、英文に翻訳しホームページに掲載し
ております。また日弁連の活動一般について英文の
パンフレットを隔年で作成し、海外から表敬訪問に
来られる方々や国際会議参加者への説明に活用して
います。
【斎藤】　大谷さんに最近のトピックを補足してもら
いましょうか。
【大谷】　国際人権分野で、日弁連は1990年代から、
条約機関で日本についての審査が行われるときに委
員会に対して報告書を提出するなど、勧告を引き出
すための働きかけをする活動が多かったのですが、
ある時期から国際人権基準を日本のために使うとい
うだけではなくて、国際人権規範の発展や強化のた
めに、日本の経験や日本からの問題意識を提起し
て、他の国の方たちとも意見を交換するために、国
連の会議の際にサイドイベントと呼ばれる会合を企
画開催するような活動が増えてきました。具体的に
は、これまでに、毎年三月にニューヨークで開催さ
れる国連の女性の地位委員会で女性の人権問題につ

基本目標 Fundamental Purposes

1　公益、人権、法の支配の実現等に関わる活動
⑴ 国際人権基準及び国際人権機構の強化発展に貢献し、国際人
権基準に基づいて国内外における人権課題に関する活動や人
権侵害に対する救済活動に取り組む。
⑵ 外国における法制度整備、弁護士養成、弁護士会の設立等の
支援を推進する活動を強化する。
⑶ 弁護士倫理の確立、弁護士の社会的貢献を推進する活動を強
化する。
⑷ 国際人権法の専門知識と経験を備えた弁護士層及び⑵及び⑶
記載の活動に参加する能力を有する弁護士層を養成し、拡大す
る。

2 　弁護士及び弁護士会の役割に関わる活動
⑴ 国際社会における弁護士業務のあり方、弁護士会のあり方につ
き、業務規制、弁護士倫理の確立等の観点において、国際的知
見に学び、これを会員に還元する。

⑵ 国際化に対応するための組織体制を確立し、国際的に情報発信
を行い、国際法曹団体や国際機関と連携し、もってルール・メー
キングに積極的に関わる。
⑶ 上記の活動を行うに際して、人種、ジェンダー及び法文化等に
関する多様性に対する認識を高め尊重し受容するとともに、国
際的な意思決定過程においてかかる多様性及び地理的バランス
が確保されるよう追求する。

3  　社会における様々な法的ニーズに応える法的サービスを提供で
きる体制の強化のための活動
⑴ 法人（日本法人及び外国法人）・個人（外国人及び民族的少数
者を含む）を問わず、国際化の中で求められる法的サービスに
関する日本における弁護士及び司法制度へのアクセスを向上さ
せる。
⑵ 国際化の中で生ずる法的サービスに係る専門知識と経験を備え
た弁護士層を養成し、拡大し、活動領域拡充の基盤強化のた
めの支援を行う。

2016年（平成28年）2月18日
日本弁護士連合会

国際戦略 Mission Statement on International Affairs
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いてのサイドイベントを行ったり、 5年に 1回世界
の各地で開かれる国連犯罪防止・刑事司法会議（コ
ングレス）で国際的なNGOとの共催でサイドイベ
ントを行ったりしています。このコングレスは、次
回会議が2020年に日本で開催されることが決まって
おり、日弁連ではワーキンググループを立ち上げ
て、サイドイベントの企画開催等に向けて準備を始
めています。

●国際ルール作りへの参加
【斎藤】　 2の（ 2）に、国際ルールづくりのメンバー
として積極的に活動するということがあります。三
宅さん、その具体例をお話下さい。
【三宅】　IBAやローエイ
シアは日弁連が正式に加
盟しておりますので、国
際的な弁護士団体の中で
も日弁連の意見が尊重さ
れる立場にあります。先
ほどサイドイベントの話
が出ましたが、弁護士秘
匿特権の問題も一例で
す。一昨年のIBA、ウィ 
ーンの大会でも、日弁連
が朝食会を企画しましたが、英米法系における弁護
士の秘匿特権と、大陸法系の秘匿特権の範囲とに少
しずれがあり、日本独自の考え方もある中で、秘匿
特権の範囲を具体的にどう定めるのか、海外の秘匿
特権のレベルを踏まえながら日本でも法制化する。
その上で国際的なスタンダードとして世界的に一定
のスタンダードづくりをすることに積極的にかか
わっていくというような問題がございます。もう一
つの例で言いますと、弁護士の情報を政府に伝えな
ければならないかどうかという議論がありまして、
ヨーロッパの方だと弁護士は交流しながらＥＵ内で
国の枠を超えて活動している部分があって、その中
で弁護士の情報も政府に報告すべきかどうかという
議論になるのですね。政府と弁護士の間に緊張関係
のある国では、正面から利益が相反する議論になっ
ておりまして、そういう利害状況が異なるところを
どのように我々日弁連でルール作りに反映して発言
をするか。日弁連の正副会長会などで議論をし、そ
れをふまえて意見を言うと、アジアの中でも日本の
日弁連の意見というのは非常に尊重されておりまし
て、そういう議題が取り上げられたりすることもご
ざいます。
　国際戦略に対する具体的な基本目標について、日
弁連としてまず何をするのか。強制加入団体として
できること。それから個々の弁護士の活動をどこま
で支えられるのかを、昨年度一旦整理しました。
ミッションステートメントインターナショナルア
フェアーズ、国際戦略ということなのですが、そう
いう基本的は戦略的方針を確認しつつ、国際ルール
づくりのメンバーとして積極的に関与できると思い
ます。

【山神】　私からは、国連安保理で加盟国に反テロ措
置を求める決議が採択されたことを受けた、2015年
のローエイシア理事会決議の例をご紹介します。当
初の案は「安保理決議を支持し、加盟弁護士会が自
国のテロ対策を支持するよう推奨する」というもの
で、これは市民の自由と人権が侵害されないよう政
府の行動を監督するという弁護士会の役割に照ら
し、受け入れ難いものでした。そこで日弁連は他会
と調整を重ね、「国際社会がテロ行為を含む市民へ
の無差別な攻撃を抑止する行動をとることを歓迎し
つつも、加盟弁護士会は自国での立法措置において
人権・基本的自由・法の支配が十分な考慮を受ける
ための役割を果たすよう推奨する」といういわば
180度転換した修正案を作成し、最終的にはこれが
可決されました。

●法的ニーズに応える法的サービスを提供する体制
の強化のための活動
【斎藤】　基本目標 3の「法的サービスを提供する体
制の強化のための活動」についてお話いただきたい
と思うのですが、大谷さん。
【大谷】　話が遡るのですが、司法制度改革の時に、
政府の審議会の下に弁護士（法曹）の国際化に関す
る小委員会というのがありました。当時日弁連がそ
こでヒアリングに呼ばれまして、プレゼンをさせて
いただきました。当時の意識としては、弁護士の中
で、国際業務、特にビジネス分野で活躍できるよう
な人材をもっと強化しなければならないという方向
での議論が予定されていたようです。ビジネス分野
で国際的に活動できる弁護士の育成強化ももちろん
必要なのですが、今までずっと話に出ているような
人権とか公益、法の支配、司法アクセスとかそうい
う所謂公益分野も非常に重要で、その中でも国際機
関で働きたいというような希望を持っている方を個
人ではなかなか難しいので、政府からも日弁連から
も支援が必要ではないかというプレゼンをしたこと
があります。近年中小企業の海外展開、それに対し
て特に大手渉外事務所と違いまして、中小企業が相
談に来るような普通に一般事件をやっている弁護士
が顧問として相談を受けるなど、契約書に国際的な
ものが入ってきたときに法的な支援をするためにそ
の弁護士の研修や支援が必要という観点から中小企
業海外展開ワーキングができました。しかし、さら
により広く日本国内にある国際的な業務、外国人が
依頼者や相手方になるという個人事件、国際機関で
の勤務・就職や、国際司法支援活動に専門的に取組
むことを視野に入れている人たちを支援していく等
もっと広い意味で弁護士の国際化、国際業務の拡大
の推進・支援が必要だということで、日弁連国際業
務推進センターというのが設置されています。私は
そこの副センター長で、今まさにお話した外国人が
関係する事件に関する国際業務の推進と、国際機関
への就職等の支援を担当しているわけです。中小企
業の海外展開に携わる弁護士の支援については、中
小企業海外展開ワーキンググループが日弁連の中に
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ありましたし、日本の中で外国人が関連する事件を
扱う弁護士の支援については、日弁連外部の任意団
体ですが、外国人ローヤリングネットワークが2009
年 5 月に発足しまして、現在約1800人の弁護士会員
を擁して日々実務的な情報交換や研修をしておりま
す。国際機関の就職支援については、日弁連は国際
室で何年も前から情報を提供しています。法務省や
外務省等、政府との連携や意見交換、国連諸機関の
職員の方たちとも意見交換をしながら弁護士の養成
支援を行っています。

●立ち遅れる日本の国際仲裁制度
【斎藤】　司法制度作りの面で言うと国際仲裁制度の
確立・拡充などですかね。
【大谷】　日本仲裁協会と日弁連が連携しながら、
今、香港、シンガポールや韓国等、アジアの各国で
国際仲裁機関の招致合戦が起きている状況の中で、
日本における国際仲裁機関を強化すべきという提案
を進めています。国際仲裁は今後弁護士にとって国
際的な業務分野として拡大することが予想される分
野です。また国際調停も近年注目を浴びています。
ビジネス、家事事件、一般事件の分野でも、コスト
がかかる国際的な法律紛争においては、仲裁や調停
を選択して解決を図るというのが世界的な潮流に
なっている中で日本の弁護士が乗り遅れないように
しなければなりません。
【斎藤】　国際仲裁の具体的な件数を見ていくと香
港、シンガポール、韓国にくらべると日本はかなり
少ないと聞いていますが、具体的にはどの位差があ
るのですか。
【大谷】　10倍ぐらいの差になっています。例えばア
ジアの各国の国際仲裁の新規受理件数でいいますと
2015年のデータですが、香港が214件、シンガポー
ルが228件、韓国の商事仲裁が74件とされていま
す。日本にある仲裁機関として一般社団法人日本商
事仲裁協会があるのですが、新規受理件数がここ 5
年間で年間20件前後、つまり、アジアの近隣諸国と
比べて10倍、20倍の開きがあります。
【三宅】　2015年に日弁連と大韓弁協の交流の中で韓
国の大韓商事仲裁院を見させていただいたのですけ
ど、そんな大きな建物ではない。一つのビルの中に
あって仲裁人を韓国の人だけではなく英米系の弁護
士なんかが仲裁に関与していて、先ほどの数字413
件ありますよね。国際的な紛争についてそんな大が
かりのものを作らなくてもこれぐらいの仕事量があ
るのかと。国際的な仲裁の中で位置づけなんてもの
はずっと前から言われていますけど、実際にいざ作
るとなると全然進んでいないので日本は完全に立ち
遅れているのではないかなと思います。可及的速や
かに行動しないといけないレベルではないかと。日
弁連の国際戦略の中でも最重要課題じゃないか、ま
さに弁政連に支えていただいて各方面に積極的に訴
えていく一番重要なもので、国際的な紛争解決モデ
ルができると、弁護士の仕事のあり方もかなり変
わってくるし、国内における紛争解決のかなり影響
を受けると思うので、一丁目一番地の重要課題だと
いう気がしています。

●国際的な専門知識を備えた弁護士の養成
【斎藤】　この課題については次々回の座談会でさら
に深めたいと思います。日本の企業が日本で国際的
な紛争の解決を求める場がない。これは大変な問題
ですね。
この関係では具体的な国際化の中で生ずる法的専門
知識を備えた弁護士を養成することが不可欠です
ね。その活動についてはどうでしょう。
【大谷】　一つは、先程お
話した国際司法支援活
動。国際司法支援に携わ
るにも一定の専門知識が
必要なのでそうした弁護
士を養成するために国際
司法支援連続講座が実施
されています。それにヒ
ントを得て最近特に力を
入れた方がいいと認識さ
れた分野が国際公法で
す。例えば近年国際司法裁判所に日本が訴えられ
て、残念ながら敗訴した捕鯨事件があり、注目を集
めました。他にも、環境の分野、仲裁も国が当事者
になる場合があるなど、国際公法というのは非常に
重要な分野でありながら日本の弁護士はこの分野に
ついて知見を持っている方が非常に少ないです。現
在国際公法は司法試験の選択科目の一つになってい
ますが、合格者の中に占める国際公法選択者は 1
パーセント弱、10名台という少なさ。政府の方は捕
鯨裁判がきっかけで外務省には国際法局の中に国際
裁判対策室を設け、法務省も国が当事者になるよう
な裁判のための訟務部を局に格上げして国際裁判に
ついても対応を強化していますが、自民党の中から
もこうした国際裁判に実務法曹がかかわるべきでは
ないかというご意見も聞こえてくるところです。し
かし肝心の弁護士の方にそうした専門知識を備えた
弁護士がほとんどいません。私たちも非常に重要だ
と思っていて、そうした弁護士を養成するために法
曹養成制度の中でどのようにして国際公法を重要視
していくか、まず手始めに日弁連国際業務推進セン
ターで昨年国際公法実務研修連続講座という10回の
講座を企画しまして、外務省と国際法学会にご協力
を得て、国際司法裁判所、国際海洋法裁判所、国際
刑事裁判所、ＷＴＯの理論と実務について、研究者
やその機関で実際に働いていらっしゃる方、外務省
の方をお呼びして実務的な講義をしていただきまし
た。受講者は全国から40名弱で、国際公法の分野に
関心を持っている弁護士がこんなにいたのかと手応
えを感じています。受講者にも好評でして、今回の
経験を今後の取組みに生かしていきたいと思ってい
ます。
【斎藤】　捕鯨裁判の日本政府代理人はどういう人で
したか。
【大谷】　日本政府の弁護団は、基本的に、研究者・
学者、外務省の方たちで構成されていたのではない
かと思います。日本の実務法曹は入っていません。
対してオーストラリアの方は、実務法曹が多数入っ
ていたとお聞きしました。では、日本の弁護士が
入っていたら良かったかと言いますと、そんな簡単
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な話ではないのですけど、裁判ですから訴訟戦略と
か証拠に基づく事実の認定といった部分では、実務
法曹の経験が役に立つことがあるのではないかとい
う意見もあります。しかし、いかんせん、現在は、
こうした国際裁判の実務に参加できる素養・知見を
持った弁護士がいないので、今急いで始めたという
ことです。
【山神】　人材養成で補足させていただきますと、日
弁連では1997年から公益活動に貢献する弁護士のた
めのロースクール推薦留学を行っています。これ
は、公益活動に取り組んできた会員のために、さら
に海外で研究を深めるチャンスを日弁連が提供する
ものです。公益活動には、子ども・高齢者・障がい
者の権利や、男女共同参画、消費者問題、環境問題
といった社会の諸課題や、刑事司法改革、国際人
権、国際司法支援など幅広い活動を含まれ、これま
でに50名余りが留学しております。
【三宅】　実は法曹養成制度全般にもかかわってくる
かと思うのですが、国際公法なんかで活動する人と
いうのは本来法科大学院で講座を学んでそれを自分
の将来に生かしたいと。大谷先生も確かニューヨー
クのロースクールの国連の活動に関するゼミで勉強
してそれが影響して、ご自身の方向付けに影響され
たということですけど、要するに今までの日本の法
科大学院ができる前の法学部教育と研修所教育の中
でまったく欠けていたので、そこを日弁連がロース
クールの教育の中で求めるなど、一弁連独自の留学
制度で補っていたわけですけど、今後は法科大学院
の中にしっかりと講座を作って十分に学んで、それ
で国際的な方向付けをしていくことを、法学教育全
般に視野を広げて考えていきたい問題だと思いま
す。

●「ローエイシア東京大会2017」の意義
【斎藤】　幸寺さんに今年の 9月18日から東京で開か
れるローエイシア2017年大会についてお話をいただ
きたいと思います。このローエイシア東京大会は日
弁連とその会員の国際活動にとってどのような意義
をもつのでしょうか。
【幸寺】　総論的に申し上げますと、世界中の法曹と
のネットワークを飛躍的に拡大させること、国内外
のリーガルサービスの活動量を増大させること、ま
たグローバルに活躍する人材を送り出すこと、など
の取り組みの重要な一つといえると思います。具体
的に言うとビジネス、人権、家族法、公益、
ADR、司法、刑事など約30のセッションが企画さ
れております。また学生によるムートコートという
のがありまして、この国際模擬法廷というのがロー
エイシアの特色になっていますけど、大学と連携し
て準備をして、中身も豊富でいろんなインターナ
ショナルな課題の知見を深めていく意義があると思
います。交流という意味では、いわゆる弁護士だけ
ではなく、アジア太平洋最高裁長官会議も開催され
ますので裁判所関係の方も参加されます。それから
学者、研究者、法務省、経済団体・企業の方々にも

参加を募って交流という意味では幅広い法律家総体
としての活動になるような企画をしておりますの
で、弁護士・弁護士会としてもさらに交流を深めて
いく意義があると思います。
弁護士会も登録後10年以内の会員が約半分というこ
とですので、特に若手の方に今後の国際化に目を向
けていただきたいということで、10年以内の若手の
方の参加費を一部補助しています。

●国会、政府への期待
【斎藤】　本日は第一回目の座談会ですから「国際戦
略」の全体像を語っていただきました。これから日
弁連が取り組みを進めていくにあたって、ぜひ国会
議員の皆さんや政府の皆さんにこの点を期待したい
という点を語っていただきます。まず幸寺さんか
ら。
【幸寺】　今まで出てきた
問題ほとんどすべて政府
や国会の協力がないと進
まない問題でございま
す。もう少し具体的に申
し上げますと、司法制度
支援の予算を拡充いただ
く。充分な予算をいただ
かないと支援もしづらい
ですからご配慮いただき
たいですし、後は国際的
な紛争解決能力の向上のための手段という意味では
依頼者と弁護士の通信秘密保護の問題、それから先
ほど特に重要だといわれた国際商事仲裁の問題は、
国会や政府にご協力理解していただかないと進まな
い問題だと認識しています。それから、日本の弁護
士が海外に行くときになかなか活動しにくいという
こともございますので、外国弁護士規制の緩和の問
題も政府などにいろいろとお話をして御理解をして
いただきたいと思っております。
【三宅】　外国弁護士規制の問題で言いますと、若手
の弁護士の中では海外とくに東南アジアの法律事務
所で働きたいという方がずいぶん多くなっておりま
して、今までは海外留学というとアメリカで学んで
日本に戻って仕事に生かす流れがありましたけど、
今は非常にグローバルな状況中で、いきなり東南ア
ジアの法律事務所に入ってそこで外国弁護士として
活動をはじめている方もずいぶん増えてきている。
そういう国際的な活動に熱心な弁護士を支える活動
をぜひ積極的に日弁連でもしていかなければならな
いし、関係各方面にご理解をいただきたい。日本企
業が現地でM＆Aで企業を立ち上げたりするのに日
本の弁護士がいないと日本の国内法との関係もわか
らない。日本の弁護士を積極的に採用しようという
東南アジアの事務所もありますのでビジネスの展開
の中でアジアでの日本の弁護士のネットワークがで
きれば、やがてそこから人権に特化していろんな活
動をしていく方もまた増えていくと思います。そう
いう弁護士の展開を日弁連が支え、関係各方面に訴
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えかけていくというところで、弁政連もぜひ積極的
に活動していく必要があると思います。
【大谷】　日本では、日弁連もそうですけど、国連で
作られてきた国際人権条約を日本にもってきて日本
の人権問題をどう解決していくかということをずっ
とやってきた。いわば輸入型といいますか。ただ、
日本の中小企業が海外進出するときや、日本の多国
籍企業がサプライチェーンのなかでいかに国際人権
基準を守っていくか。世界の経済の中で日本の企業
が活動する中でもそういうところをきちんと守って
いるかどうか、弁護士がアドバイスすることが非常
に重要になりますので、国際人権法、国際的な人権
基準というものがあらゆる活動に根付くことが非常
に重要で、政府の各省や国会議員にもご理解いただ
きたいと思います。また本当は日本からもっと国連
の人権機関等を支える人材が出てくる可能性のある
層として法曹が重要な位置にあると思います。しか
し個々人が目指しても実際には難しくていろいろな
支援が必要なので、弁護士の中でそういうことを目
指す人たちがキャリアを積めるようにぜひお願いし
たいと思います。
　それから日本は2014年にハーグ条約に入りまし
た。これは賛否両論ありましたが、総合的に両面を
見る必要があると思います。ハーグ条約に入るかど
うかの時にイメージされていたのは、母親が日本に
連れ返ってきた子どもが外国に送り返されるという
ものでした。ハーグ条約に入って三年になります
が、データで見ますと子どもを日本に連れてきたと
いうことで、海外から返還が求められるケースより
少ないものの、日本から子どもを外国に連れていか
れたので連れ戻したいというケースが相当数ありま
す。
　また、国際人権法の分野でいいますと、かつて、
オーストラリアで日本人のスーツケースの中に麻薬
があったということで捕まって有罪になったが、通
訳が適切に行われなかった結果ではないかというこ
とで、個人通報制度という手続を使ってその日本人
が国連の自由権規約委員会に条約違反だとして救済
を求める申立をしたメルボルン事件という事件があ
ります。それはオーストラリアが個人通報制度に
入っていたから日本人であってもできたのですが、
日本は個人通報制度に入っていません。先進国の中
で入っていないのは日本とアメリカだけです。今後
外国から日本に来る方、住む方が増えていく中で、

個人通報制度に入ることも国際人権のインフラとし
て非常に重要です。海外に出ていく日本人の支援も
必要ですし、また日本に来られる外国人の人権保障
のインフラも大きな課題として考えていただければ
と思います。
【山神】　若手の弁護士の国際化に関しまして日弁連
や各弁護士会でも体制を整えるようにしています
が、韓国や中国では、官民合同で体系的な支援が提
供されているそうです。韓国では、法務省にあたる
法務部と大韓弁協、及び韓国内外で活躍する韓国系
弁護士による世界韓人弁護士協会（IAKL）が共同
で主催する「若手弁護士の海外進出のためのアカデ
ミー」が2014年に開始し、国際法務関連分野の最高
レベルの講師による無料の連続講義に、初年度は
150名が参加しました。ここで選抜されると、韓国
企業の海外拠点や、韓国国際協力団等の海外事務
所、IAKLの弁護士が所属する米国他の法律事務所
等でインターンのチャンスが与えられるそうです。
また中国でも、2013年から毎年100人ほどの弁護士
に国内研修が行われ、そこから約半数を選抜して、
欧州や米国ロースクール研修と法律事務所インター
ンに 5週間派遣するという大がかりなプログラムが
行われています。他にも、省政府の派遣留学プロ
ジェクトとして、アメリカの大学のMBA課程に30
名を派遣するプロジェクトもあるそうです。韓国と
中国の、特に若手弁護士の国際対応力の進展は質量
ともに目覚ましいものがあり、日本の弁護士はこれ
に追い付くことができていない状況にあると感じて
います。個人の自助努力また日弁連の取り組みのみ
ならず、政府から何らかのご支援・ご協力を頂けま
したら大変ありがたいと思います。
【斎藤】　非常に刺激的で幅広いお話をありがとうご
ざいました。「日弁連の国際戦略」は、これからの
日本の司法や法曹に求められているものは何かを考
える極めて重要なテーマであると思います。一回で
は到底終わりません。次回・次々回と継続座談会を
考えておりますので、ご協力をお願いいたします。
そして、国会や政府の方々には、日本の司法制度は
遅れていると認識していただいて、課題克服に早急
に動いてほしいですね。

 （2017年 1 月25日　於霞が関弁護士会館）
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Ｑ．法曹から国会議員を目指したきっかけ

Ａ． ベルリンの壁崩壊で感じた政治のダイナ
ミズム

父親の赴任に伴い西ドイツ（当時）で暮らしてい
た中学生の時、ベルリンの壁の崩壊に遭遇しまし
た。修学旅行で訪れた西ベルリンは豊かでカラフル
な街並みであった一方、東西ベルリンを隔てるゲー
トをくぐると東ベルリンのさびれたモノクロの街並
みに衝撃を受けました。政治体制により生じた格差
を目の当たりにしたことで政治のダイナミズムを感
じ、いつか政治の世界に飛び込んでみたいと思うよ
うになりました。
40歳という節目にさしかかるにあたり、ベルリン
の壁崩壊の時に感じた初志を貫徹して国政の道に進
むことを決意しました。

Ｑ．法曹資格が議員活動に与える影響

Ａ．国民の期待を超えるために全力で
弁護士として依頼者の期待を超えるために力を尽
くしてきた経験は、国会議員としても国民の期待を
超えるために尽くす活動に活かせると考えていま
す。弁護士の経験は、所属する法務委員会での活動

に活かすことができるのはもちろんですが、法律以
外の陳情等についても、解決できる思考の枠組みの
基礎となっていると思います。また、私が代表を務
める法律相談サイト「弁護士ドットコム」に寄せら
れた利用者様の悩みやご意見からも、よりよい社会
を創っていくために必要なヒントをいただいていま
す。

Ｑ．実現したい政策課題

Ａ．法の支配と新しい産業の成長
法曹出身の国会議員の 1人として、司法の更なる
強化を通じて、世界の普遍的価値観である法の支配
を貫徹したいと考えています。
また、国際競争が激しくなっている中で、弁護士
ドットコムを起業した経験を活かし、従来のものづ
くりを大切にしながらも、人口知能やIoT、自動運
転、ビッグデータなどの先端領域を育てることで、
新しい成長産業を産み出し、日本から世界的な企業
が現れるような政策も実現したいと考えています。

Ｑ．議員になった実感と法曹へのメッセージ

Ａ． 多様性ある個性的な法曹に期待
弁護士 1年目の頃と同じ新鮮な気持ちです。先輩
方から多くを学び、一つ一つ成長していくことで、
国政に送って良かったと思われる議員になりたいと
思っています。
法曹は、三権の一翼を担う人材として、信頼され
る司法のために重要な責務を負っていますし、やり
がいもあります。いつの時代においても国民や利用
者から信頼を集めてきた法曹の歴史、伝統、矜持を
より進化させていくためにも、多様性ある個性的な
法曹が増えていくことも大切ではないかと思ってい
ます。

元榮　太一郎　議員
 参議院・千葉県（自由民主党）
 第二東京弁護士会会員

（インタビュアー　企画委員会副委員長　石塚 大作）

政治家、弁護士、経営者の 3つのお顔をお持ち
である元榮先生のお話を伺うことができました。
弁護士ドットコムで、弁護士の歴史、伝統に進化
を加えられた元榮先生が、政治の世界の歴史、伝
統にも進化を加えてくださることを期待しており
ます。 （石塚大作）

弁護士議員に聞く
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平成29年度 日本弁護士連合会副会長
氏名（所属会）／主な担当事項／抱負

渕上　玲子 澤野　正明
（東京弁護士会） （第一東京弁護士会）
法曹養成制度改革実現本部／
総合研修センター

外国弁護士・国際業務／
行政訴訟センター／税制委員会

弁政連の経験を活かし、日弁連
が抱える課題の解決に努めます。

弁政連のご協力を得て、日弁連
の政策実現に努めます。

伊東　卓 三井　義廣
（第二東京弁護士会） （静岡県弁護士会）
弁護士職務適正化／依頼者保護／
組織内弁護士の諸制度整備

業際問題／弁護士業務妨害対策／
犯罪被害者支援

弁政連との連携のもと、日弁連
の政策の実現に邁進します。

日弁連にとって弁政連の力は不
可欠です。共に頑張りましょう。

和田　光弘 小原　正敏
（新潟県弁護士会） （大阪弁護士会）
権利保護保険（LAC）／
刑事法制／国際人権問題

国際業務推進センター／知的財産／
中小企業の海外展開支援

弁政連と日弁連は車の両輪です。
共に政策実現へ力を合わせましょう。

弁政連と連携し、弁護士の業務
国際化に力を尽くします。

小川　達雄 池田　桂子
（京都弁護士会） （愛知県弁護士会）
総合法律支援本部／
刑事弁護センター／弁護士任官

高齢者・障害者権利支援センター／
自治体等連携センター／若手弁護士

弁政連と連携して、「市民の司
法」の実現に取り組みます。

弁政連と連携し、法の支配の実
現に向け、全力で取り組みます。

吉岡　康祐 加藤　裕
（岡山弁護士会） （沖縄弁護士会）
司法修習委員会／法教育／
公害対策・環境保全委員会

情報問題委員会／子どもの権利／
消費者問題／貧困問題

適切な法整備のためには、日弁
連と弁政連の連携が不可欠です。

社会正義を実現する制度たる司
法の機能充実に努めていきます。

小野寺　友宏 田村　智幸
（仙台弁護士会） （札幌弁護士会）
依頼者と弁護士の通信秘密保護／
公設事務所・法律相談／災害復興支援

男女共同参画／死刑廃止検討／
法科大学院／憲法問題

弁政連仙台支部では幹事でした。
本部とも連携してがんばります。

弁政連とともに日弁連の政策課
題の実現を目指します。

小泉　武嗣
（高知弁護士会）
人権擁護委員会／国選弁護本部／ 
家事法制／倒産法制
弁政連とともに、諸課題の解決
に努めます。
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国内外の幅広い紛争解決と人権擁護に役立つ司法の制度と担い手が求められています。（さいとう）
国際的な法曹の今の動きについて勉強させていただきました。視野を広く持ちたいと思います。（おがわ）
国際的活動を担う弁護士の裾野をどうやって広げていくかが課題です。（なぎら）

国際社会の中で日本の弁護士が果たすべき役割の拡がりを感じます。（いとう）

編集後記

実施日 支　部 活　動　概　要

2016年 4 月12日 広　島
民進党県議会議員 3名及び連合広島関係者 2名
と意見交換会を開催し、広島市のサッカースタジア
ム建設問題など、地元の政治問題について積極的
に意見を交換した。

9月22日 三重県
県選出国会議員・県会議員が出席する公明党の
政策懇談会に参加し、国政レベルでは司法修習手
当の創設、地方レベルでは養育費の関連、消費
者被害の関連等について要望。

11月12日 岩　手 岩手県議会議員と懇談し、災害対策、成年後見、
法テラス、養育費履行確保について意見交換。

11月14日 福岡県
公明党福岡県支部（国会議員及び地方議員）の
政策要望懇談会に参加し、司法修習手当の創
設、少年法改正問題について要望。

2017年 1 月23日 三重県
鈴木英敬三重県知事と三重弁護士会執行部との
意見交換会を設定し、困窮者自立支援法の関係、
DV対策・配偶者相談支援センターの機能強化、
児相の機能強化にいて意見交換。

1月24日 愛知県

平成25年 6月から約 2年間名古屋市副市長を務め
られた愛知県弁護士会会員による講演会（同弁護
士会会員対象）「弁護士から副市長になって‐行
政における弁護士の役割」を開催。地方自治体が
弁護士に期待する事柄や弁護士が地方自治体の
職員として活躍できる可能性等に関して具体的にお
話しいただき、好評であった。

2月25日 岐阜県
今井雅人衆議院議員（民進党）との懇談会を開
催し、司法修習手当の創設、共謀罪、法曹人口
問題について協議した。

支部活動ヘッドライン　2016年 4月－2017年 2月

元参議院議長 江田五月 先生 を囲む会を開催

 

　
　平成29年 1 月17日、裁判官を経て、40年に渡り衆参国会議員を務め、法務大臣や参議院議長等を歴任され、現在
は弁護士（岡山弁護士会）としても活動する江田五月元参議院議長をお招きし、ご講演いただいた。日弁連及び弁
政連からは小林元治日弁連副会長、伊藤茂昭弁政連副理事長をはじめとした18名の役員・関係者が出席し、弁政連
企画委員会からも若手を含む 9名の会員が出席した。
　江田元参院議長からは、生い立ちから学生時代の話をはじめ、政治家になるきっかけや議員時代における取調べ
の可視化等の刑事司法制度改革の話など、貴重なお話をいただいた。後半では、出席者から今後の政党の在り方や
政治との距離等についての質問がなされ、活発に意見交換がなされた。若手会員からも積極的な発言がなされた。
 （企画委員会副委員長　金子 春菜）

定期総会・弁政連懇談会のご案内
　日本弁護士政治連盟の定期総会と懇談会を下記
のとおり開催しますので、ご案内します。

記
　定 期 総 会
　 1　日時　平成29年 5 月11日（木）
　　　　　　午後 4時30分から午後 5時30分
　 2　場所　弁護士会館 2階　講堂「クレオ」
　 3　議題　（ 1 )平成28年度活動報告の件
　　　　　　（ 2 )平成28年度決算報告の件
　　　　　　（ 3 )平成29・30年度役員選任の件
　　　　　　（ 4 )平成29年度活動方針の件
　　　　　　（ 5 )その他

　弁政連懇談会（新役員のご紹介／会費制）
　 1　日時　平成29年 5 月11日（木）午後 6時から
　 2　会場　弁護士会館 2階　講堂「クレオ」

本部・支部人事（）内は前任者

常務理事　小林 元治　（渕上 玲子）
　　　　　仲　 隆　　（小林 芳夫）
　　　　　川下 清　　（今川 忠）

支 部 長　中村 　隆　（向井 諭）

 平成29年 4 月 1 日付

 札幌支部　 4月 1日付


